
超えて、経済・文化・観光等の多様な分野における交
流事業を推進する事で期待できるシナジー効果を両地
域の発展に繋げ、双方の経済活性化を図る事である。
この目的の達成を目指すべく、両地域は2009年 8月
に、超広域経済圏の形成１）（１）に向けた共同事業合意
書に調印し、「未来志向のビジネス協力促進」「人材の
育成・活用」「日常交流圏形成」「政府への共同要望」
からなる共同事業「福岡・ 山超広域経済圏形成に向
けた3プラス1」の4大基本方向に加え、9つの戦略、

図 1 福岡・ 山超広域経済圏
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1. はじめに
 超広域経済圏形成を目指している福岡市と 山広域
市（以下、 山市）間において、近年、両地域の大学
生が中心となった、スタート・アップに関する交流が
増えてきている。この動きの根本的な背景には、両政
府の政策に伴った福岡市と 山市の主要取組みの一つ
がスタート・アップであり、市内在住の若者の創業に
対するチャレンジマインドの向上をサポートし、それ
が実際の創業に繋がる事で市内の雇用率や開業率を上
昇させ、地域全体の経済的な活性化を図ろうとしてい
る事がある。
　ここでは、上記の背景を踏まえ、福岡市と 山市に
おける人材の育成・活用に関する交流について、スター
ト・アップの側面からアプローチし、その実態を明ら
かにする事を目的とする。

2. 福岡・ 山の超広域経済圏形成の経緯
(1) 超広域経済圏形成の背景
　2006年 9月、福岡市と 山市両地域の各界各層を
代表する民間指導者によって「福岡‐ 山フォーラ
ム」が創立された事を皮切りに、2007年 2月には姉
妹都市締結、またその翌年の 9 月には「福岡・ 山
経済協力協議会」が設立され、「福岡‐ 山の超広域
経済圏」の形成に向けた動きは一層増すことになった。
同経済圏の形成の目的は、単なる相互協力のレベルを
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23 の細部推進事業、64 課題に合意した。2010 年 8
月からは、両地域における産学協力及び研究機関・大
学等の交流活動への支援を目的に「経済協力事務所」
が両市に設置・運営されている。
(2)「人材の育成・活用」の基本方向
　福岡・ 山の超広域経済圏形成に向けた 4 大基本
方向のうち「人材の育成・活用」分野の内容を見ると、
2つの戦略、5つの細部推進事業、14課題（短 /中期）
で構成されており、その内容は表1の通りである。
　両地域は、「福岡・ 山超広域経済圏」形成に向け
た「人材の育成・活用」において、表 1 の戦略・細
部推進事業・課題の内容に沿って交流事業を進めて
いる。課題の場合、短期課題は3～ 4年内での実施、
中期課題は10年内を目途に実施すると定められてい
る事から、今後は2020年を目途に戦略Ⅱの中期課題
である「広域的な専門人材マッチングの仕組みづくり
への協力」に焦点が合わせられる。
(3)「人材の育成・活用」における交流の現状
　「人材の育成・活用」分野における実際の主な交流
について、参加対象の学年で区分してみると、以下の
ように整理できる。
　中学生レベルでは、2009年度から、福岡市教育委
員会と 山広域市教育廰による、訪問交流団の受入及
び派遣が一年おきに実施されている。また、2012年
度からは 山の英語体験施設「 山グローバルビレッ
ジ（BGV）」を活用し、英語力・行動力を育成し豊か

な国際感覚を身につける事を目的に、福岡市の各学校
から推薦された中学生約60～ 100名が毎年10日間
前後で、英語体験学習を行う「グローバルチャレンジ
イン 山」交流事業が実施されている。
　中/高校生レベルでは、2003年度から、福岡市と（公
財）福岡市スポーツ協会及び 山市等により実施され
る「スポーツ交流大会」への派遣と受入が隔年で行わ
れている。
　大学生以上のレベルでは、2009年度から 山市と
中国広州市の大学生を対象に、福岡の企業団体等で職
場体験を行う「福岡‐広州‐ 山インターンシップ」
が福岡市及び福岡市姉妹都市委員会の主幹で実施され
ており、3都市間の架け橋となる人材の育成を目指し
ている。また、同レベルでは、大学同士の教育交流に
よる人材育成が行われているが、例えば、九州大学と

山大学を例に挙げると、2011年から国際体験型プ
ログラム「日韓海峡圏カレッジ」が3年間実施され、
この期間中に大学生約480名の参加という実績をあ
げた。このプログラムは、2014年から 2年間は、ア
メリカ（ハワイ）の大学も参加した「アジア太平洋カ
レッジ」として開催され、日米韓の大学生の教育交流
が行われている。この成果を背景に、2015年に開催
された第10回「福岡‐ 山フォーラム」では、「日
韓海峡圏カレッジ」の常設化に合意し、2016年から
九州大学と 山大学の両大学が拠点となる「日韓海峡
圏カレッジ」の常設化が予定されている。

表 1　人材の育成活用分野における戦略
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出所：福岡市経済振興局 (2009):『福岡・ 山超広域経済圏協力事業について』より抜粋



　その他にも、両大学の学部または大学院同士の教育
交流として、例えば、医学部の訪問学生の派遣及び受
入、建築設計ワークショップ、ロースクールとの短期
交流プログラム、歯学部の学生交流等が進められてい
る。
(4)「人材の育成・活用」分野の交流事業の課題
　以上のように「人材育成・活用」分野においては、

「人材育成」の側面から地道に交流実績が積み上げら
れており、日常交流圏の形成の面ではある程度の成果
が見られている。今後は、これらの「人材育成」の成
果を活かし「人材の活用」に向けた取組みとそのため
の環境づくりが必要である。しかしながら、両地域に
おける企業間協力の環境づくりや、未来型産業の育成、
相互投資の促進といったビジネス協力促進は、まだ十
分な成果が得られていないという指摘もある（２）事か
ら、「人材の活用」に向けた環境整備を同時に進めて
行く必要がある。例えば、現在「人材の活用」として
行われている企業向けのインターンシップや共同就職
面接会の実施に加え、両地域の産業と人材からの新た
なニーズに応えられるような交流事業の導入が必要と
なる。その一つが、スタート・アップに関する交流事
業であると言える。

3.「人材の育成・活用」分野における新たな交流
　  事業の動き
　「福岡・ 山超広域経済圏」形成に向けた協力事項
において、スタート・アップに関する提案がなされた
のは、2015年 9月福岡市で開かれた第 10回「福岡
‐ 山フォーラム」であった。福岡側からは、福岡・

山地域連携の成果と課題に関する発表を通じて、ベ
ンチャー分野の支援における相互協力が提案された。
ここでは、両地域のスタート・アップ関連施設同士の
連携のもと、起業家同士の相互支援、両都市でベン
チャー企業によるビジネスプランの発表会や商談会の
開催、ベンチャー製品の表彰等が挙げられた。また、

山側からは、 山‐ 福岡の新たな成長戦略と課題
をテーマに、MICE分野の創業及び発展への共同協力、
福岡の国家戦略特区を活用した韓国東南圏人材に対す
るスタート・アップの支援、両市共同でのアジア創業
大会の開催等が提案された。このことで、スタート・
アップに関する内容が、両地域の新たな共通の協力分

野として認識されるきっかけとなった。スタート・アッ
プに関する内容が協力事項として挙がった背景には、
両地域の近年のスタート・アップに関する諸取組みが
ある。その内容は、以下の通りである。
(1) 福岡市におけるスタート・アップの関連動向
　福岡市の都市構造はコンパクトで、自然と調和され
た住みやすいまちとして知られており、アジアに近い
という地の利を有している事を背景に、全国の政令
都市の中で、人口増加率（2010 年 10 月から 2015
年 7月までの増加率）は全国１位であった（３）。また、
大学数が多く、理系大学生、外国人留学生といった若
者人材が多い地域でもある。一方で、同市は東京や大
阪などに本社を置いている企業の「支店経済都市」と
言われる（４）ほど他地域の支店や支社による雇用が多
いため、他地域へ流れてしまう人材の外部流出の問題
を抱えていた。そこで、同市は、福岡発の企業を育成
し新たな雇用を生む事で、優秀な人材が市内に流れ込
み活躍することによる地域経済の活性化を図ろうとし
ている。実際に同市は、国際空港から中心市街地まで
のアクセス時間、起業者における若者の割合、人口増
加率、ビジネス地区のオフィス賃料月額において、全
国でも高いポテンシャルを持っている。また、ゲーム、
映像、デザイン等クリエイティブ関連産業が集積して
いる。これらの条件を背景に、同市は2000年のイン
キュベーション施設の開設をはじめに本格的な創業支
援を行ってきており、さらに2012年には「福岡をア
ジアのリーダー都市へ」を掲げ、「スタート・アップ
都市宣言」を行った。
　福岡市は2014年 5月に国家戦略特区「グローバル
創業・雇用創出特区」に指定された事を受け、市内の
創業者への支援とMICEの誘致を通じて、グローバル
創業都市としての成長を目指している。2014 年 10
月に全国初で「スタート・アップカフェ」をオープン
し、さらに同年11月にはカフェの中に「雇用労働相
談センター」を併設し、常駐する弁護士が雇用相談を
受けている。同市の公表資料（５）によると、カフェの
開設から2015年 6月末までの実績として、相談件数
900件以上、イベント開催302回、参加者述べ約6,200
人という実績をあげた。また、同期間中の相談センター
の相談件数は 600件を超えた。スタート・アップ関
連のインフラ整備に加え、福岡市独自の取組みも数多
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く推進されている。例えば、大学生が卒業後に創業・
就職した場合、返還が免除される「スタート・アップ
奨学金」や、市内の中高生を対象とした「起業家教育」、
福岡の多様な人材と企業が共に新たな製品やサービス
を生み出す「イノベーションスタジオ福岡」、モノづ
くりビジネスプランコンテスト「ハッカソン」等があ
る。その他に、外国人創業人材等の受入促進のための
在留資格の規制緩和について2015年の通常国会に法
案を提出している等、既存制度の規制緩和も推進して
いる。
　以上のように、福岡市におけるスタート・アップに
関する動向として、インフラ整備、プロジェクト実施、
規制緩和の3つの側面から取組んでいる。さらに「グ
ローバル創業都市・福岡」の都市像を目指すための数
値目標として、同市は 2018 年度の開業率を、2012
年度の 6.2％から約 2 倍の 13％まで引き上げること
としている。
(2) 山市におけるスタート・アップの関連動向
　首都ソウルに次ぐ韓国第二の都市である 山市は、
地域経済が地場大企業へ従属している構造であり、地
域内の雇用のキャパシティが限られているといった雇
用不安の問題があった。そのため、優れた若者人材の
他地域への流出による生産人口の減少という課題を抱
えていた（６）。また、昔から 山を支えてきた製造業
と、個人の自営業中心のサービス産業からなる都市の
産業構造は、近年低迷を続けている韓国社会全体の景
気の悪化やウォン安といった国際的な経済事情による
輸出低下に伴い、地域経済は停滞状況が続いていた。
これらの状況を乗り越えるため、同市は以前から 山
市発のベンチャー企業の育成に力を入れてきた。その
結果、市内のベンチャー企業数は 2006 年の 173 社
から 2012年には 1,899 社まで増加を続けた。一方、
2012 年のベンチャー企業の産業分野構成をみると、
製造業 72.9%、IT 関連産業 4.4%、研究開発サービス
15.0%の順でその殆どは製造業分野に偏っていた。ま
た起業時の資金調達の類型別でみると、ベンチャー
キャピタル投資や研究開発費は少なく、95％以上が
技術評価の保証であり、画期的なスタート・アップ企
業の育成が期待できる投資環境の整備も求められてい
た。そこで同市は、ベンチャー企業の支援政策として
3つの政策を導入した。まず、一つ目の政策はスター

ト・アップ環境の整備であり、創業活性化のためのイ
ンキュベータ施設の拡充等、ベンチャー企業の技術競
争力強化支援、広報及びマーケッティング支援、スター
ト・アップ専門人材の養成、 山スタート・アップ起
業家賞の運営、ベンチャー企業のCEOのスキル強化
といった内容で構成されている。二つ目の政策は、イ
ンフラ施設の整備であり、先端産業団地の整備、ベン
チャー集積施設の指定、インキュベータ施設の運営支
援、ベンチャー促進地区の指定といった内容で構成さ
れる。最後に、三つ目の政策としては、ベンチャー投
資組合の結成及び運営であり、以上の 3 つの政策に
そった事業を進めている。
　 山市の代表的な創業支援取組みとしては、2010
年からの 山経済振興院による「青年創業支援」があ
る。これは、創業を希望する18才から 39才までの
若者を対象とし、市内に所在する 8 大学に「青年創
業支援センター」を設置、その運営を通じて創業活動
にかかる費用支援、スペースの提供、教育、コンサル
ティングなどのサポートを行うものである。2015年
2月には、8大学に分散されていた「青年創業支援セ
ンター」が、 慶（ブギョン）大学内に「 山スター
ト・アップ支援センター」として統合され、 山地域
のスタート・アップのインキュベータ支援業務を総括
している。また、同年 7 月には、スタート・アップ
に興味を持つ市民がいつでも気軽に集まり、各自のア
イディアについて議論でき、かつ、ネットワーク構築
を目的とする「 山スタート・アップカフェ」と市運
営の創業ポータルサイトをオープンした。 山市によ
ると、同年 8 月中旬までの利用者は、それぞれ 600
人と 4,000人に上る等そのニーズが高まっている。
　 山広域市の2015年主要業務計画によると、現在
のソ・ビョンス 山市長任期期間の 2014 年 7 月か
ら4年の間に、市内の雇用率を63％から70％へ引き
上げるといった明確な目標を掲げている（７）。それを
達成するための主な取組みとしては、①アジアスター
ト・アップ投資ベルトの構築、②グローバル創業キャ
ンパスの整備、③スタート・アップ生態系の整備等
があり、アジアからの資本と人材が集まる世界30位
内のグローバル都市を目指すという新たな都市像を
提示している。また、同市は 2015 年 3 月に、「TNT

（TaleNt: 人材＆ Technology: 技術）2030 計画」を策
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く 2 つの成果が得られたとしている。一つ目は、グ
ローバル創業プロセスに対する理解である。福岡の街
や SNSを活用したアンケート調査体験、スマートフォ
ンアプリケーション（デモバージョン）作業への参加
等を通じて、創業時に必要な事項について情報共有が
でき理解が深まった点である。参加大学生の意見から
は、韓国内で実施されている創業キャンプとは比較で
きない位の活気があり、かつプログラム運営のレベル
が高いという意見があった。二つ目は、グローバル意
識の向上である。1回目と2回目の SWFには、70人
と 80人の大学生がそれぞれ参加したが、両イベント
ともに、福岡の大学に在籍している中国とイギリス出
身留学生も参加し、結果的に 4 か国の大学生による
グローバル的な交流が出来た点である。また 1 回目
の SWFに参加した 山側の大学生にも、福岡出身留
学生が 1 人含まれていた。この事から、両地域にお
ける大学生のスタート・アップ人材交流は、両地域の
留学生の参加により、交流のグローバル化が拡大でき
る可能性が非常に高い事が確認されていた。
④交流の効果及び今後の取組み
　以上の交流実績を活かし、同財団では、グローバル
創業体験を通じた市内大学生のグローバル創業意識の
向上と交流に対する支援を強めるため、グローバルス
タート・アップに関する交流の拠点作りに力を入れよ
うとしている。そのため、これまでの福岡と 山間
の人材交流に、中国側との人材交流を加え、3ヵ国間
の大学生によるスタート・アップに関する交流を進め
ている。その一環として、日中韓大学生の交流及びス
タート・アップの支援を目的とする「スタートアップ・
ウィークエンド 山ワンアジア」の構想を計画してい
る。これは、グローバル創業・雇用創出特区の福岡市
と、香港の新界と接し経済特区に指定されている深圳
市の「スタートアップ・ウィークエンド」主催機関と
協力体系の構築を進め、「 山スタート・アップカフェ」
を積極的に活用し、「 山‐ 福岡‐ 深圳」3地域の
大学生による「スタートアップ・ウィークエンド 山」
を開催する計画である。それと同時に、「スタートアッ
プ・ウィークエンド」 山支部の開設についても推進
する方針である。
2）東明大学と福岡大学の大学生のスタート・アップ
に関する交流

①交流の背景
　 山に立地している東明（ドンミョン）大学は
2004 年に、韓国の教育省が支援する「産学協力先
導大学（以下、LINC: Leaders in INdustry-university 
Coopreation）育成事業」の対象校として指定された。
この事業は、大学と企業間の協力を通じ、大学教育の
システムを改善する事による、就職のミスマッチを解
消するとともに、大学と地域産業が共に発展できるよ
う支援するものである。この事業は、第一段階（2004
年～ 2009 年）、第二段階（2009 年～ 2012 年）、第
三段階（2012年～ 2017年）で行われているが、同
大学は全ての段階に継続で指定され、2015年現在は、
第三段階の 4 次年度事業を推進している。この事業
の中には、在籍学生を対象にしたスタート・アップ教
育、起業サークル支援、グローバル海外マーケッティ
ングのための学生派遣等が含まれている。この一年間
に割り当てられた国費支援額はおよそ4億円（40億
ウォン）であるほど、手厚い支援が行われている。4
年次の重点事業として、スタート・アップ教育と起業
サークルの運営に加え、日本や中国等アジアの大学生
との共同イベントを通じた「グローバル起業サークル
事業」に力を入れている。

②交流の方法（仕組み）
　2015年現在の東明大学における起業サークル及び
参加大学生の数は、36チーム 315人であり、学内で
は既に活発な起業サークルの活動が行われていた。し
かしながら、これまで日本とのスタート・アップ交流
の実績はなかったため、2014 年末に同大学の LINC
関係者が福岡市の外郭団体で海外からの視察の窓口の
役割をしている公益財団法人福岡アジア都市研究所
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写真 1  スタートアップ・ウィークエンド福岡 2015
（ 山国際交流財団提供）





されたのは、2015年 9月に開かれた第10回目の「福
岡‐ 山フォーラム」であり、今後は両地域におけ
るスタート・アップ関連施設（例えば、両市のスター
ト・アップカフェ等）を積極的に活用した多様な分野
での交流が期待されている。従って、今後の交流の拡
大に備えた両地域のスタート・アップ関連情報の共有
を深め、両地域のグローバル創業予備人材向けに配信
できる仕組みの構築が重要である。
(3) 両地域のスタート・アップに関する交流には、両
地域で学ぶ外国人留学生も多数参加しており、一層グ
ローバル化された形での交流が行われている。特に、

山側は、スタート・アップ交流において中国のビ
ジネス市場を視野に入れた日中韓3地域のスタート・
アップ交流を推進しようとしている事が今回の調査で
確認できた。両地域は、スタート・アップのグローバ
ル化を加速させるための一つの方法として、多様なグ
ローバル創業人材の受入れ促進を計画している事か
ら、まずは既に受け入れている外国人留学生が地域で
グローバル創業人材として活躍できる場を提供する事
が望ましいと思われる。
　福岡・ 山の超広域経済圏の形成に向けた「人材の
育成・活用」分野におけるこれまでの交流では、「日
韓海峡カレッジ」の常設化が予定されるようになる等、
人材の育成に向けた交流の仕組みの定着化が順調に進
められている。今後は、人材の活用分野において、そ
の範囲を広げ現在の個々の動きが福岡－ 山フォーラ
ムの中で位置づけられるように取り組んでいく必要が
あると思われる。就職のためのインターンシップ等に
加え、スタート・アップ分野におけるインターンシッ
プを導入する等の体系的なスタート・アップ交流に対
する支援の仕組みづくりを進めると同時に、両地域の
スタート・アップ人材のマッチングの仕組みづくりに
ついて考察する必要がある。
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注釈
1）東北アジアの潜在成長力を活かし、両国の制度、

習慣、言語などを超えた「超広域経済圏」の形成
を目指し、両市が九州と韓国東南圏における経済
交流の先導的な役割を果たすため、協力事業を推
進する事を目的としている。

2）Breakthrough プロジェクトとは、福岡大学経済学
部で実施されていた「ベンチャー企業論」という
講座から端を発し、企業や社会が抱える課題を大
学生が現場に入り解決することを目指すものであ
る。

3）インターンシップ先（テーマ提供元企業）のビジ
ネスモデルやその企業を取り巻く環境を学生なら
ではの視点や発想で調べ、そこで発見した企業の
問題を発表する場である。　

4）2015年６月 30日に福岡市内で開催された「日韓
大学生 Start-Up 交流フォーラム」への 山からの
参加者に対し、「福岡でのグローバル創業に関する
意識」調査票を配付し、54人からの回答を得た。
調査の項目は、‘創業希望の理由 ’、‘ 希望する創業
分野 ’、‘グローバル支援にあたって必要な支援 ’、‘創
業関連情報の入手方法 ’等全 12問で構成されてい
る。
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